
令 和 ５ 年 度

組織改正及び人事異動について

広 島 県

令和 ５ 年 ３ 月



Ⅰ 基本的な考え方

○ 「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」の目指す姿の実現に向け，

組織力を最大限発揮できる成果志向の組織体制を構築するため，

組織のミッション性や戦略構築力の向上に重点を置いた，組織体

制の強化を行う。
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Ⅱ 組織改正の内容

１ ウィズ・アフターコロナにおける経済の発展的回復に向けたＬＸの実践

３ 社会的基盤の強化

◆ ＤＸの推進に向けた体制整備

◆ 高度医療機能と地域医療体制の確保に向けた体制整備

◆ 水道事業の統合と上下水道事業の広域連携の推進に向けた体制整備

２ 新型コロナウイルス感染症への対応

◆ 新型コロナを含む感染症全般への適切な対応に向けた体制整備

４ ひろしまビジョンの目指す姿の実現に向けた体制強化

◆ 施策形成の強化に向けた体制整備

○ 特定ミッションの更なる推進を図るとともに，より県民にわかりやすい名称とするため，

総括官の職名を 『 □□□□担当部長』 に見直す
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１ ウィズ・アフターコロナにおける経済の発展的回復に向けたＬＸの実践

◇ 「広島県ＤＸ加速プラン」に基づき，民間事業者の取組の後押しや，行政において更に積極的に

ＤＸに取り組むためのデジタル人材の確保・育成，様々な施策における市町との連携機能の強化，

庁内システムのガバナンスの強化など，ＤＸの取組を更に加速させるため，

「ＤＸ審議官」 を新たに設置し，ＤＸ推進体制の強化を図る。

◇ 全庁における情報システムの最適化を図るとともに，利便性とセキュリティの両立を実現する情

報システムの構築を図るため，「県庁情報システム担当課」を新設する。

◆ ＤＸの推進に向けた体制整備
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現 行 再 編 後

玉井副知事≪ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ推進本部長≫

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ推進チーム

・ＤＸ推進本部，ＤＸ加速プラン

・「広島県ＤＸ推進コミュニティ」の運営 等

デジタル基盤整備課

・行政サービスのデジタル化

・デジタル技術を活用した業務改善

・ワークスタイル変革

デジタル県庁推進担当課

玉井副知事≪DX推進本部長≫

ＤＸ推進チーム

デジタル基盤整備課

デジタル県庁推進担当課

ＤＸ審議官 （新設）

ＤＸ推進担当部長
（改称）

総括官（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ戦略）

総括官（情報戦略） 情報戦略担当部長

・システム全体の最適化・標準化（ガバナンス）

・主要情報システムの管理・運用

県庁情報システム担当課 （新設）

・ＤＸ推進本部，ＤＸ加速プランの推進

・民間事業者によるＤＸの取組の後押しによる全県的なＤＸの推進

・ＤＸＳｈｉｐひろしま（市町のＤＸ推進） 等

・ＤＸＳｈｉｐひろしま（県・市町共同のデジタル人材の確保・育成等）

・市町基幹系システム標準化支援等の市町との連携 等

・県庁LANネットワーク基盤・連携基盤整備

・情報セキュリティ対策

・行政サービスのデジタル化

・デジタル技術を活用した業務改善

・ワークスタイル変革

総務局長

・県庁LANネットワーク基盤・連携基盤整備

・情報セキュリティ対策

・情報職の人材育成

・情報システムの最適化 等

（改称）

（改称）
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現 行 再 編 後

健康福祉局健康福祉局

新型コロナウイルス感染症対策担当課

・感染症対策一般

・疫学調査総括

・搬送・入院調整

◇ 県民が安心して生活できる社会の確立に向けて，新型コロナの感染制御・療養調整業務を通じた，ウィズコロナの

保健・医療提供体制を確保するとともに，感染症法の改正に伴う県の感染症予防計画の改定など，感染症全般への

対策を進めるための体制を整備する。

２ 新型コロナウイルス感染症への対応

ワクチン政策担当課

・新型コロナワクチンの接種推進

・新型コロナワクチンの需給調整

感染症対策担当監感染拡大防止担当監

新型コロナウイルス感染症対策担当課

（廃止）

（薬務課へ）

・感染拡大防止対策

（PCR検査，宿泊療養施設等）

政策監（感染症対策）

・感染症法改正対応

・感染症対策一般

・ワクチン接種推進

医療体制調整担当監

・疫学調査総括

・搬送・入院調整

・医療提供体制確保

【改称】

◆ 新型コロナを含む感染症全般への適切な対応に向けた体制整備

【新設】

・新型コロナ対処方針，情報分析

・感染拡大防止対策（PCR検査，宿泊療養施設）

・新型コロナ対処方針，情報分析，医療提供体制確保
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現 行 再 編 後

健康福祉局健康福祉局

・基本計画の策定

・新病院の医療機能，施設設備等の検討

・広島都市圏における医療機関の再編整理

医療機能強化推進課 【新設】医療機能強化担当課

・医療機能の強化に係る検討

・高度医療・人材拠点基本構想の策定

◇ 「高度医療・人材育成拠点基本構想」の実現に向けて，新病院に必要な医療機能，施設設備等の検討や

広島都市圏における医療機関の再編を進めるため，健康福祉局内に 「医療機能強化推進課」 を新設する。

３ 社会的基盤の強化

総括官（医療機能強化） 医療機能強化担当部長 【改称】

◆ 高度医療機能と地域医療体制の確保に向けた体制整備
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◇ １４市町と県とで設立した「広島県水道広域連合企業団」 に工業用水道事業及び水道用水供給事業を

移管する。

◇ これに伴い，企業局を「上下水道部」に改組し，流域下水道事業の実施と上下水道事業の広域連携を推進する。

現 行 再 編 後

県企業局

現 行

県上下水道部

上下水道総務課

流域下水道課

参画市町

水道部門

広島県水道広域連合企業団

総務課

企画課

会計課

技術管理課

業務課

工務課

水質管理センター

≪事務局≫
本部

≪事務所≫ 竹原

三原

府中(市)

三次

庄原

東広島

廿日市

安芸高田

江田島

熊野

北広島

大崎上島

世羅

神石高原

広島水道

（１４市町
＋１県事務所）

（６課
１センター）

統合

企業局長〔公営企業管理者〕

企業総務課

企業団設立準備担当

上下水道ｼｽﾃﾑ企画担当

水道課

流域下水道課

広島水道事務所

上下水道部長〔公営企業管理者〕

◆ 水道事業の統合と上下水道事業の広域連携の推進に向けた体制整備

３ 社会的基盤の強化

水質管理センター

≪本庁≫

≪地方機関≫
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◇ ビジョンの目指す姿の実現に向けた施策の推進について，これまで複数の部署で実施してきた

ＥＢＰＭやマーケティングの手法を取り入れた分析や検討を行う施策形成支援機能を集約し，

「施策形成支援チーム」 を新設する。

現 行 再 編 後

総務局総務局

施策形成支援チーム

広報課

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ戦略チーム

・ＥＢＰＭやマーケティングの手法を取り入れた

施策形成支援

・ブランド戦略の総括

・広報（県政コミュニケーション）

【新設】

【改称】

・ブランド戦略の総括

・広報（県政コミュニケーション）

総括官（ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ戦略） 施策形成・広報担当部長 【改称】

経営戦略審議官 経営戦略審議官

①４ ひろしまビジョンの目指す姿の実現に向けた体制強化

◆ 施策形成の強化に向けた体制整備

※ＥＢＰＭ：エビデンス・ベースド・ポリシー・メイキング。合理的根拠（エビデンス）に基づく施策形成
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◇ 部長級の職員が持つ特定ミッションの更なる推進を図り，組織全体のパフォーマンスを一層向上させるた

め，令和２年度から，職名を変更（「□□□□部長」⇒「総括官（□□□□）」）したところであるが，運用から３

年が経過し，より県民に分かりやすい名称とするため，職名の見直しを行う。

○ 特定ミッションの更なる推進による組織パフォーマンスの向上

例： 子供未来応援担当部長，イノベーション環境整備担当部長 等

「総括官（□□□□）」 ⇒ 「□□□□担当部長」

□□□□は特定ミッション
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区 分 令和４年度 令和５年度 増 減 摘 要

局 ９ ９ ０
・知事直近下位組織の会計管理部及び危機管理監を含む。
・総務局経営戦略審議官，総務局DX審議官，地域政策局広島サミット推進審
議官は含まない。

課 １０３ １０４ ―

※担当課長及び
専任組織を有する
ＰＴ を含む

本庁組織の状況

課 名 局 名

新
設

県庁情報システム担当課
施策形成支援チーム
医療機能強化推進課

総務局
〃
健康福祉局

廃
止

ワクチン政策担当課
医療機能強化担当課

健康福祉局
〃

Ⅲ 組織・定員管理の状況

区 分 増減見込み 増 減 要 素

一般行政 ＋６人
・ ＤＸの推進，新病院構想の推進 ＋１８人

・ その他の事務事業の増減 ▲１２人

定員管理の状況
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Ⅳ 人事異動の概要

（参考）「職員の「わ」応援プログラム」（R2年度～R7年度）

区 分 目標値 令和５年度

管理職に占める女性職員

の割合

２８．０％

【R8.4.1】

１５．４％

【R5.4.1】

区 分
令和２年度 令和４年度（A） 令和５年度（B）

増減
（B-A）

局 長 級 ３人 ２人 ２人 ±０人

部 長 級 ３人 ８人 ９人 ＋１人

課 長 級 ３４人 ３６人 ３８人 ＋２人

管 理 職 計 ４０人 ４６人 ４９人 ＋３人

（登用率） （１３．２％） （１４．５％） （１５．４％）

【女性登用に関連する指標】

 女性職員の登用状況【管理職】

女性職員の活躍推進Ｐ
（H28～H３１） 終了時点

職員の「わ」応援プログラム
（計画期間：R2～R7）


